
一般貨物自動車運送事業の許可等の申請に係る法令試験問題
（注意事項：設問の文中には、一部省略しているものもあります。）

問題１ 【貨物自動車運送事業法】（目的）

（　　　　）

問題２ 【貨物自動車運送事業法】（運賃及び料金等の掲示）

（　　　　）

問題３ 【貨物自動車運送事業法】（輸送の安全）

（　　　　）

問題４ 【貨物自動車運送事業法】（運行管理者等の義務）

（　　　　）

実施日時　　令和　　　年　　　月　　　日　　 

申請者名（法人名）　　　　　　　　　　　　　　　

受験者の氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　

一般貨物自動車運送事業者は、運賃及び料金（個人（事業として又は事業のために運送
契約の当事者となる場合におけるものを除く。）を対象とするものに限る。）、運送約款そ
の他国土交通省令で定める事項を主たる事務所その他の営業所において公衆に見やす
いように掲示しなければならない。

この法律は、貨物自動車運送事業の運営を適正かつ合理的なものとするとともに、貨物
自動車運送に関するこの法律及びこの法律に基づく措置の遵守等を図るための民間団
体等による自主的な活動を促進することにより、輸送の安全を確保するとともに、貨物自
動車運送事業の健全な発達を図り、もって公共の福祉の増進に資することを目的とす
る。

Ⅰ．次の問題１から２２の文書で正しいものには〇を、誤っているものには×を（　　　　)内に記入しな
さい。

一般貨物自動車運送事業者は、運行管理者がその業務として行う助言を尊重しなけれ
ばならず、事業用自動車の運転者その他の従業員は、運行管理者がその業務として行う
指導に従わなければならない。

一般貨物自動車運送事業者は、事業用自動車の数、荷役その他の事業用自動車の運
転に附帯する作業の状況等に応じて必要となる員数の運転者及びその他の従業員の確
保、事業用自動車の運転者がその休憩又は睡眠のために利用することができる施設の
整備及び管理、事業用自動車の運転者の適切な勤務時間及び乗務時間の設定その他
事業用自動車の運転者の過労運転を防止するために必要な事項を遵守しなければなら
ない。



問題５ 【貨物自動車運送事業法】（事業改善の命令）

（　　　　）

問題６ 【貨物自動車運送事業法】（事業の休止及び廃止）

（　　　　）

問題７ 【貨物自動車運送事業法】（荷主の責務）

（　　　　）

問題８ 【貨物自動車運送事業法施行規則】（事業遂行能力の審査）

（　　　　）

問題９
【貨物自動車運送事業法、貨物自動車運送事業法施行規則】（事業計画の変
更の認可申請）

（　　　　）

国土交通大臣は、貨物自動車運送事業法第三条の規定による許可の申請が貨物自動
車運送事業法第六条第三号に掲げる基準に適合するかどうかを審査するに当たって
は、次に掲げる事項に関して審査するものとする。
１．一般貨物自動車運送事業を適確に遂行するために必要な資金に関する計画
２．健康保険法等の定めるところにより納付義務を負う保険料等の支払能力
３．貨物の運送に関し支払うことのある損害賠償の支払能力
４．一般貨物自動車運送事業を適確に遂行するために必要な法令に関する知識
５．前各号に掲げるもののほか、事業を適確に、かつ、継続して遂行するために必要な能
力に関する事項

荷主は、貨物自動車運送事業者がこの法律又はこの法律に基づく命令を遵守して事業
を遂行することができるよう、必要な配慮をしなければならない。

一般貨物自動車運送事業者は、その事業を休止し、又は廃止したときは、その日から三
十日以内に、その旨を国土交通大臣に届け出なければならない。

国土交通大臣は、一般貨物自動車運送事業の適正かつ合理的な運営を確保するため
必要があると認めるときは、一般貨物自動車運送事業者に対し、荷主との取引を停止す
ることを命ずることができる。

一般貨物自動車運送事業者は、事業用自動車の運転者及び運転の補助に従事する従
業員の休憩又は睡眠のための施設の位置及び収容能力を変更しようとするときは、国土
交通大臣の認可を受けなければならない。



問題１０
【貨物自動車運送事業輸送安全規則】（一般貨物自動車運送事業者等による
輸送の安全にかかわる情報の公表）

（　　　　）

問題１１ 【貨物自動車運送事業輸送安全規則】（乗務等の記録）

（　　　　）

問題１２ 【貨物自動車運送事業輸送安全規則】（運行管理者等の選任）

（　　　　）

問題１３ 【貨物自動車運送事業輸送安全規則】（運行管理者等の選任）

（　　　　）

問題１４ 【自動車事故報告規則】（報告書の提出）

（　　　　）

旅客自動車運送事業者、貨物自動車運送事業者、特定第二種貨物利用運送事業者及
び自家用有償旅客運送者並びに道路運送車両法第五十条に規定する運行管理者を選
任しなければならない自家用自動車の使用者は、その使用する自動車について、自動車
事故報告規則第２条各号の事故があった場合には、当該事故があった日から３０日以内
に、当該事故ごとに自動車事故報告書３通を当該自動車の使用の本拠の位置を管轄す
る運輸監理部長又は運輸支局長を経由して国土交通大臣に提出しなければならない。

一般貨物自動車運送事業者等は、事業用自動車（被けん引自動車を除く。以下この項に
おいて同じ。）の運行を管理する営業所ごとに、当該営業所が運行を管理する事業用自
動車の数を五十で除して得た数（その数に一未満の端数があるときは、これを切り捨てる
ものとする。）に一を加算して得た数以上の運行管理者を選任しなければならない。ただ
し、五両未満の事業用自動車の運行を管理する営業所であって、地方運輸局長が当該
事業用自動車の種別、地理的条件その他の事情を勘案して当該事業用自動車の運行
の安全の確保に支障を生ずるおそれがないと認めるものについては、この限りでない。

一般貨物自動車運送事業者は、運行管理者資格者証を有する者又は、国土交通大臣
が告示で定める運行の管理に関する講習であって国土交通大臣の認定を受けたものを
修了した者のうちから、運行管理者の業務を補助させるための者（補助者）を選任するこ
とができる。

一般貨物自動車運送事業者等は事業用自動車に係る運転者の乗務について、当該乗
務を行った自動車ごとに記録し、かつ、その記録を一年間保存しなければならない。

一般貨物自動車運送事業者は、国土交通大臣から貨物自動車運送事業法の規定によ
る処分（輸送の安全に係るものに限る。）を受けたときは、遅滞なく、当該処分の内容並
びに当該処分に基づき講じた措置及び講じようとする措置の内容をインターネットの利用
その他の適切な方法により公表しなければならない。



問題１５ 【道路運送法】（有償運送）

（　　　　）

問題１６ 【道路運送法】（自動車に関する表示）

（　　　　）

問題１７ 【道路運送車両法】（整備管理者）

（　　　　）

問題１８ 【労働基準法】（解雇の予告）

（　　　　）

問題１９ 【下請代金支払遅延等防止法】（遅延利息）

（　　　　）

親事業者は、下請代金の支払期日までに下請代金を支払わなかつたときは、下請事業
者に対し、下請事業者の給付を受領した日（役務提供委託の場合は、下請事業者がそ
の委託を受けた役務の提供をした日）から起算して九十日を経過した日から支払をする
日までの期間について、その日数に応じ、当該未払金額に公正取引委員会規則で定め
る率を乗じて得た金額を遅延利息として支払わなければならない。

使用者は、労働者を解雇しようとする場合においては、少くとも五十日前にその予告をし
なければならない。五十日前に予告をしない使用者は、五十日分以上の平均賃金を支
払わなければならない。但し、天災事変その他やむを得ない事由のために事業の継続が
不可能となった場合又は労働者の責に帰すべき事由に基いて解雇する場合において
は、この限りでない。

自動車の使用者は、自動車の点検及び整備に関し特に専門的知識を必要とすると認め
られる車両総重量八トン以上の自動車その他の国土交通省令で定める自動車であって
国土交通省令で定める台数以上のものの使用の本拠ごとに、自動車の点検及び整備に
関する実務の経験その他について国土交通省令で定める一定の要件を備える者のうち
から、整備管理者を選任しなければならない。

自動車（軽自動車たる自家用自動車、乗車定員十人以下の乗用の自家用自動車、特殊
自動車たる自家用自動車その他国土交通省令で定めるものを除く。）を使用する者は、
その自動車の外側に、使用者の氏名、名称又は記号その他の国土交通省令で定める事
項を見やすいように表示しなければならない。

自家用自動車（事業用自動車以外の自動車をいう。以下同じ。）は、次に掲げる場合を除
き、有償で運送の用に供してはならない。
１．災害のため緊急を要するとき。
２．市町村、特定非営利活動促進法第二条第二項に規定する特定非営利活動法人その
他国土交通省令で定める者が、一の市町村の区域内の住民の運送その他の国土交通
省令で定める旅客の運送を行うとき。
３．公共の福祉を確保するためやむを得ない場合において、国土交通大臣の許可を受け
て地域又は期間を限定して運送の用に供するとき。



問題２０ 【私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律】

（　　　　）

問題２１ 【道路交通法】（交通事故の場合の措置）

（　　　　）

問題２２ 【道路交通法】（使用者に対する通知）

（　　　　）

問題２３ 【貨物自動車運送事業法施行規則】（運送約款の記載事項）

一般貨物自動車運送事業者は運送約款を定め、国土交通大臣の認可を受け
なければならないが、次のア～ウについて、運送約款に記載しなければならな
い事項として、正しい事項には○を、誤っている事項には×を（　）内に記入し
なさい。

ア．運行系統 （　　　　）
イ．貨物自動車利用運送を行うかどうかの別 （　　　　）
ウ．損害賠償その他責任 （　　　　）

問題２４ 【貨物自動車運送事業法施行規則】（届出）
一般貨物自動車運送事業者が地方運輸局長等に届出なければならない事項
について、次のア～ウのうち、正しい事項には○を、誤っている事項には×を
（　）内に記入しなさい。

ア．運行管理補助者が変更になった場合 （　　　　）
イ．運転者が変更になった場合 （　　　　）
ウ．氏名、名称又は住所に変更があった場合 （　　　　）

Ⅱ．次の問題２３から３０の文章の指示に従って、質問に答えなさい。

車両等の運転者がこの法律等に違反した場合において、当該違反が当該違反に係る車
両等の使用者の業務に関してなされたものであると認めるときは、公安委員会は、内閣
府令で定めるところにより、当該車両等の使用者が道路運送法の規定による自動車運
送事業者、貨物利用運送事業法の規定による第二種貨物利用運送事業を経営する者
又は軌道法の規定による軌道の事業者であるときは当該事業者及び当該事業を監督す
る行政庁に対し、当該違反の内容を通知するものとする。

交通事故があったときは、当該交通事故に係る車両等の運転者その他の乗務員は、直
ちに車両等の運転を停止して、負傷者を救護し、道路における危険を防止する等必要な
措置を講じなければならない。

この法律において「不当な取引制限」とは、事業者が、契約、協定その他何らの名義をも
つてするかを問わず、他の事業者と共同して対価を決定し、維持し、若しくは引き上げ、
又は数量、技術、製品、設備若しくは取引の相手方を制限する等相互にその事業活動を
拘束し、又は遂行することにより、公共の利益に反して、一定の取引分野における競争を
促進することをいう。



問題２５ 【貨物自動車運送事業輸送安全規則】（事故の記録）

一般貨物自動車運送事業者等は、事業用自動車に係る事故が発生した場合
には、記録し、その記録を当該事業用自動車の運行を管理する営業所におい
て三年間保存しなければならないが、次のア～ウについて、記録する事項に
は○を、そうでないものには×を（　）内に記入しなさい。

ア.運行管理者の氏名 （　　　　）
イ.事故の概要（損害の程度を含む。） （　　　　）
ウ.再発防止対策 （　　　　）

問題２６ 【貨物自動車運送事業輸送安全規則】（従業員に対する指導及び監督）
一般貨物自動車運送事業者等は、国土交通大臣が告示で定めるところによ
り、運転者に対して、事業用自動車の運行の安全を確保するために遵守すべ
き事項について特別な指導を行い、かつ、国土交通大臣が告示で定める適性
診断であって、国土交通大臣の認定を受けたものを受けさせなければならな
いが、その対象となる運転者として、正しいものには○を、誤っているものには
×を（　）内に記入しなさい。
１．死者又は負傷者（自動車損害賠償保障法施行令第五条第二号、第三号
又は第四号に掲げる傷害を受けた者をいう。）が生じた事故を引き起こした者

（　　　　）

２．運転者として新たに雇い入れた者　 （　　　　）

問題２７ 【貨物自動車運送事業輸送安全規則】（運行管理者の業務）

次のア～ウについて、運行管理者の業務として、正しいものに○を、誤ってい
るものには×を（　）内に記入しなさい。

ア．運行指示書を作成し、及びその写しに変更の内容を記載し、運転者に対し
適切な指示を行い、運行指示書を事業用自動車の運転者に携行させ、及び
変更の内容を記載させ、並びに運行指示書及びその写しの保存をすること。

（　　　　）

イ．事業計画に従い業務を行うに必要な員数の事業用自動車の運転者を常
時選任しておくこと。

（　　　　）

ウ．運転者に対して点呼を行い、報告を求め、確認を行い、及び指示を与え、
並びに記録し、その記録を保存し、並びにアルコール検知器を常時有効に保
持すること。

（　　　　）

問題２８ 【貨物自動車運送事業報告規則】（事業報告書及び事業実績報告書）

一般貨物自動車運送事業者は、次の１及び２の報告書を主たる事務所の所
在地を管轄する地方運輸局長に提出しなければならないが、その報告期間及
び提出時期をア～カから正しいものを1つ選び、（　）内に記入しなさい。

１　事業報告書 （　　　　）

２　事業実績報告書 （　　　　）

ア．毎事業年度に係るものを毎事業年度の経過後百日以内
イ．毎事業年度に係るものを毎事業年度の経過後毎年五月三十一日まで
ウ．毎事業年度に係るものを毎事業年度の経過後百二十日以内
エ．前年一月一日から十二月三十一日までの期間に係るものを毎年五月三十一日まで
オ．前年十月一日から九月三十日までの期間に係るものを毎年十二月三十一日まで
カ．前年四月一日から三月三十一日までの期間に係るものを毎年七月十日まで



問題２９ 【自動車事故報告規則】（定義）

自動車事故報告規則に定められている国土交通大臣への報告が必要な事故
について、次のア～ウについて正しい事項には○を、誤っている事項には×
を（　）内に記入しなさい。

ア．運転者の疾病により、事業用自動車の運転を継続することができなくなっ
たもの

（　　　　）

イ．高速自動車国道又は自動車専用道路において、２時間以上自動車の通
行を禁止させたもの

（　　　　）

ウ．自動車に積載されたコンテナが落下したもの （　　　　）

問題３０
【自動車運転者の労働時間等の改善のための基準】（貨物自動車運送事業に
従事する自動車運転者の拘束時間等）

貨物自動車運送事業に従事する自動車運転者の拘束時間、休息期間及び運
転時間について、次のア～ウのうち正しいものには○を、誤っているものには
×を（　）内に記入しなさい。

ア．運転時間は２日を平均し、１日当たり９時間、２週間を平均し１週間当たり
４０時間を超えないものとすること。

（　　　　）

イ．拘束時間は、１ヶ月について２９３時間を超えないものとすること。ただし労
使協定があるときは、１年のうち６ヶ月までは、１年間についての拘束時間が
３,５１６時間を超えない範囲内において、３２０時間まで延長することができる。

（　　　　）

ウ．連続運転時間は、４時間を超えないものとすること。 （　　　　）



一般貨物自動車運送事業の許可等の申請に係る法令試験問題
（注意事項：設問の文中には、一部省略しているものもあります。）

問題１ 【貨物自動車運送事業法】（目的）

（　〇　）

問題２ 【貨物自動車運送事業法】（運賃及び料金等の掲示）

（　〇　）

問題３ 【貨物自動車運送事業法】（輸送の安全）

（　〇　）

問題４ 【貨物自動車運送事業法】（運行管理者等の義務）

（　〇　）

実施日時　　令和　　　年　　　月　　　日　　 

申請者名（法人名）　　　　　　　　　　　　　　　

受験者の氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　

Ⅰ．次の問題１から２２の文書で正しいものには〇を、誤っているものには×を（　　　　)内に記入しな
さい。

この法律は、貨物自動車運送事業の運営を適正かつ合理的なものとするとともに、貨物
自動車運送に関するこの法律及びこの法律に基づく措置の遵守等を図るための民間団
体等による自主的な活動を促進することにより、輸送の安全を確保するとともに、貨物自
動車運送事業の健全な発達を図り、もって公共の福祉の増進に資することを目的とす
る。

一般貨物自動車運送事業者は、運賃及び料金（個人（事業として又は事業のために運送
契約の当事者となる場合におけるものを除く。）を対象とするものに限る。）、運送約款そ
の他国土交通省令で定める事項を主たる事務所その他の営業所において公衆に見やす
いように掲示しなければならない。

一般貨物自動車運送事業者は、事業用自動車の数、荷役その他の事業用自動車の運
転に附帯する作業の状況等に応じて必要となる員数の運転者及びその他の従業員の確
保、事業用自動車の運転者がその休憩又は睡眠のために利用することができる施設の
整備及び管理、事業用自動車の運転者の適切な勤務時間及び乗務時間の設定その他
事業用自動車の運転者の過労運転を防止するために必要な事項を遵守しなければなら
ない。

一般貨物自動車運送事業者は、運行管理者がその業務として行う助言を尊重しなけれ
ばならず、事業用自動車の運転者その他の従業員は、運行管理者がその業務として行う
指導に従わなければならない。



問題５ 【貨物自動車運送事業法】（事業改善の命令）

（　×　）

問題６ 【貨物自動車運送事業法】（事業の休止及び廃止）

（　×　）

問題７ 【貨物自動車運送事業法】（荷主の責務）

（　〇　）

問題８ 【貨物自動車運送事業法施行規則】（事業遂行能力の審査）

（　〇　）

問題９
【貨物自動車運送事業法、貨物自動車運送事業法施行規則】（事業計画の変
更の認可申請）

（　〇　）

一般貨物自動車運送事業者は、その事業を休止し、又は廃止したときは、その日から三
十日以内に、その旨を国土交通大臣に届け出なければならない。

荷主は、貨物自動車運送事業者がこの法律又はこの法律に基づく命令を遵守して事業
を遂行することができるよう、必要な配慮をしなければならない。

国土交通大臣は、貨物自動車運送事業法第三条の規定による許可の申請が貨物自動
車運送事業法第六条第三号に掲げる基準に適合するかどうかを審査するに当たって
は、次に掲げる事項に関して審査するものとする。
１．一般貨物自動車運送事業を適確に遂行するために必要な資金に関する計画
２．健康保険法等の定めるところにより納付義務を負う保険料等の支払能力
３．貨物の運送に関し支払うことのある損害賠償の支払能力
４．一般貨物自動車運送事業を適確に遂行するために必要な法令に関する知識
５．前各号に掲げるもののほか、事業を適確に、かつ、継続して遂行するために必要な能
力に関する事項

一般貨物自動車運送事業者は、事業用自動車の運転者及び運転の補助に従事する従
業員の休憩又は睡眠のための施設の位置及び収容能力を変更しようとするときは、国土
交通大臣の認可を受けなければならない。

国土交通大臣は、一般貨物自動車運送事業の適正かつ合理的な運営を確保するため
必要があると認めるときは、一般貨物自動車運送事業者に対し、荷主との取引を停止す
ることを命ずることができる。



問題１０
【貨物自動車運送事業輸送安全規則】（一般貨物自動車運送事業者等による
輸送の安全にかかわる情報の公表）

（　〇　）

問題１１ 【貨物自動車運送事業輸送安全規則】（乗務等の記録）

（　×　）

問題１２ 【貨物自動車運送事業輸送安全規則】（運行管理者等の選任）

（　〇　）

問題１３ 【貨物自動車運送事業輸送安全規則】（運行管理者等の選任）

（　×　）

問題１４ 【自動車事故報告規則】（報告書の提出）

（　×　）

一般貨物自動車運送事業者は、運行管理者資格者証を有する者又は、国土交通大臣
が告示で定める運行の管理に関する講習であって国土交通大臣の認定を受けたものを
修了した者のうちから、運行管理者の業務を補助させるための者（補助者）を選任するこ
とができる。

一般貨物自動車運送事業者等は、事業用自動車（被けん引自動車を除く。以下この項に
おいて同じ。）の運行を管理する営業所ごとに、当該営業所が運行を管理する事業用自
動車の数を五十で除して得た数（その数に一未満の端数があるときは、これを切り捨てる
ものとする。）に一を加算して得た数以上の運行管理者を選任しなければならない。ただ
し、五両未満の事業用自動車の運行を管理する営業所であって、地方運輸局長が当該
事業用自動車の種別、地理的条件その他の事情を勘案して当該事業用自動車の運行
の安全の確保に支障を生ずるおそれがないと認めるものについては、この限りでない。

旅客自動車運送事業者、貨物自動車運送事業者、特定第二種貨物利用運送事業者及
び自家用有償旅客運送者並びに道路運送車両法第五十条に規定する運行管理者を選
任しなければならない自家用自動車の使用者は、その使用する自動車について、自動車
事故報告規則第２条各号の事故があった場合には、当該事故があった日から３０日以内
に、当該事故ごとに自動車事故報告書３通を当該自動車の使用の本拠の位置を管轄す
る運輸監理部長又は運輸支局長を経由して国土交通大臣に提出しなければならない。

一般貨物自動車運送事業者は、国土交通大臣から貨物自動車運送事業法の規定によ
る処分（輸送の安全に係るものに限る。）を受けたときは、遅滞なく、当該処分の内容並
びに当該処分に基づき講じた措置及び講じようとする措置の内容をインターネットの利用
その他の適切な方法により公表しなければならない。

一般貨物自動車運送事業者等は事業用自動車に係る運転者の乗務について、当該乗
務を行った自動車ごとに記録し、かつ、その記録を一年間保存しなければならない。



問題１５ 【道路運送法】（有償運送）

（　〇　）

問題１６ 【道路運送法】（自動車に関する表示）

（　〇　）

問題１７ 【道路運送車両法】（整備管理者）

（　〇　）

問題１８ 【労働基準法】（解雇の予告）

（　×　）

問題１９ 【下請代金支払遅延等防止法】（遅延利息）

（　×　）

使用者は、労働者を解雇しようとする場合においては、少くとも五十日前にその予告をし
なければならない。五十日前に予告をしない使用者は、五十日分以上の平均賃金を支
払わなければならない。但し、天災事変その他やむを得ない事由のために事業の継続が
不可能となった場合又は労働者の責に帰すべき事由に基いて解雇する場合において
は、この限りでない。

親事業者は、下請代金の支払期日までに下請代金を支払わなかつたときは、下請事業
者に対し、下請事業者の給付を受領した日（役務提供委託の場合は、下請事業者がそ
の委託を受けた役務の提供をした日）から起算して九十日を経過した日から支払をする
日までの期間について、その日数に応じ、当該未払金額に公正取引委員会規則で定め
る率を乗じて得た金額を遅延利息として支払わなければならない。

自家用自動車（事業用自動車以外の自動車をいう。以下同じ。）は、次に掲げる場合を除
き、有償で運送の用に供してはならない。
１．災害のため緊急を要するとき。
２．市町村、特定非営利活動促進法第二条第二項に規定する特定非営利活動法人その
他国土交通省令で定める者が、一の市町村の区域内の住民の運送その他の国土交通
省令で定める旅客の運送を行うとき。
３．公共の福祉を確保するためやむを得ない場合において、国土交通大臣の許可を受け
て地域又は期間を限定して運送の用に供するとき。

自動車（軽自動車たる自家用自動車、乗車定員十人以下の乗用の自家用自動車、特殊
自動車たる自家用自動車その他国土交通省令で定めるものを除く。）を使用する者は、
その自動車の外側に、使用者の氏名、名称又は記号その他の国土交通省令で定める事
項を見やすいように表示しなければならない。

自動車の使用者は、自動車の点検及び整備に関し特に専門的知識を必要とすると認め
られる車両総重量八トン以上の自動車その他の国土交通省令で定める自動車であって
国土交通省令で定める台数以上のものの使用の本拠ごとに、自動車の点検及び整備に
関する実務の経験その他について国土交通省令で定める一定の要件を備える者のうち
から、整備管理者を選任しなければならない。



問題２０ 【私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律】

（　×　）

問題２１ 【道路交通法】（交通事故の場合の措置）

（　〇　）

問題２２ 【道路交通法】（使用者に対する通知）

（　〇　）

問題２３ 【貨物自動車運送事業法施行規則】（運送約款の記載事項）

一般貨物自動車運送事業者は運送約款を定め、国土交通大臣の認可を受け
なければならないが、次のア～ウについて、運送約款に記載しなければならな
い事項として、正しい事項には○を、誤っている事項には×を（　）内に記入し
なさい。

ア．運行系統 （　×　）
イ．貨物自動車利用運送を行うかどうかの別 （　〇　）
ウ．損害賠償その他責任 （　〇　）

問題２４ 【貨物自動車運送事業法施行規則】（届出）
一般貨物自動車運送事業者が地方運輸局長等に届出なければならない事項
について、次のア～ウのうち、正しい事項には○を、誤っている事項には×を
（　）内に記入しなさい。

ア．運行管理補助者が変更になった場合 （　×　）
イ．運転者が変更になった場合 （　×　）
ウ．氏名、名称又は住所に変更があった場合 （　〇　）

この法律において「不当な取引制限」とは、事業者が、契約、協定その他何らの名義をも
つてするかを問わず、他の事業者と共同して対価を決定し、維持し、若しくは引き上げ、
又は数量、技術、製品、設備若しくは取引の相手方を制限する等相互にその事業活動を
拘束し、又は遂行することにより、公共の利益に反して、一定の取引分野における競争を
促進することをいう。

交通事故があったときは、当該交通事故に係る車両等の運転者その他の乗務員は、直
ちに車両等の運転を停止して、負傷者を救護し、道路における危険を防止する等必要な
措置を講じなければならない。

車両等の運転者がこの法律等に違反した場合において、当該違反が当該違反に係る車
両等の使用者の業務に関してなされたものであると認めるときは、公安委員会は、内閣
府令で定めるところにより、当該車両等の使用者が道路運送法の規定による自動車運
送事業者、貨物利用運送事業法の規定による第二種貨物利用運送事業を経営する者
又は軌道法の規定による軌道の事業者であるときは当該事業者及び当該事業を監督す
る行政庁に対し、当該違反の内容を通知するものとする。

Ⅱ．次の問題２３から３０の文章の指示に従って、質問に答えなさい。



問題２５ 【貨物自動車運送事業輸送安全規則】（事故の記録）

一般貨物自動車運送事業者等は、事業用自動車に係る事故が発生した場合
には、記録し、その記録を当該事業用自動車の運行を管理する営業所におい
て三年間保存しなければならないが、次のア～ウについて、記録する事項に
は○を、そうでないものには×を（　）内に記入しなさい。

ア.運行管理者の氏名 （　×　）
イ.事故の概要（損害の程度を含む。） （　〇　）
ウ.再発防止対策 （　〇　）

問題２６ 【貨物自動車運送事業輸送安全規則】（従業員に対する指導及び監督）
一般貨物自動車運送事業者等は、国土交通大臣が告示で定めるところによ
り、運転者に対して、事業用自動車の運行の安全を確保するために遵守すべ
き事項について特別な指導を行い、かつ、国土交通大臣が告示で定める適性
診断であって、国土交通大臣の認定を受けたものを受けさせなければならな
いが、その対象となる運転者として、正しいものには○を、誤っているものには
×を（　）内に記入しなさい。
１．死者又は負傷者（自動車損害賠償保障法施行令第五条第二号、第三号
又は第四号に掲げる傷害を受けた者をいう。）が生じた事故を引き起こした者

（　〇　）

２．運転者として新たに雇い入れた者　 （　〇　）

問題２７ 【貨物自動車運送事業輸送安全規則】（運行管理者の業務）

次のア～ウについて、運行管理者の業務として、正しいものに○を、誤ってい
るものには×を（　）内に記入しなさい。

ア．運行指示書を作成し、及びその写しに変更の内容を記載し、運転者に対し
適切な指示を行い、運行指示書を事業用自動車の運転者に携行させ、及び
変更の内容を記載させ、並びに運行指示書及びその写しの保存をすること。

（　〇　）

イ．事業計画に従い業務を行うに必要な員数の事業用自動車の運転者を常
時選任しておくこと。

（　×　）

ウ．運転者に対して点呼を行い、報告を求め、確認を行い、及び指示を与え、
並びに記録し、その記録を保存し、並びにアルコール検知器を常時有効に保
持すること。

（　〇　）

問題２８ 【貨物自動車運送事業報告規則】（事業報告書及び事業実績報告書）

一般貨物自動車運送事業者は、次の１及び２の報告書を主たる事務所の所
在地を管轄する地方運輸局長に提出しなければならないが、その報告期間及
び提出時期をア～カから正しいものを1つ選び、（　）内に記入しなさい。

１　事業報告書 （　ア　）

２　事業実績報告書 （　カ　）

ア．毎事業年度に係るものを毎事業年度の経過後百日以内
イ．毎事業年度に係るものを毎事業年度の経過後毎年五月三十一日まで
ウ．毎事業年度に係るものを毎事業年度の経過後百二十日以内
エ．前年一月一日から十二月三十一日までの期間に係るものを毎年五月三十一日まで
オ．前年十月一日から九月三十日までの期間に係るものを毎年十二月三十一日まで
カ．前年四月一日から三月三十一日までの期間に係るものを毎年七月十日まで



問題２９ 【自動車事故報告規則】（定義）

自動車事故報告規則に定められている国土交通大臣への報告が必要な事故
について、次のア～ウについて正しい事項には○を、誤っている事項には×
を（　）内に記入しなさい。

ア．運転者の疾病により、事業用自動車の運転を継続することができなくなっ
たもの

（　〇　）

イ．高速自動車国道又は自動車専用道路において、２時間以上自動車の通
行を禁止させたもの

（　×　）

ウ．自動車に積載されたコンテナが落下したもの （　〇　）

問題３０
【自動車運転者の労働時間等の改善のための基準】（貨物自動車運送事業に
従事する自動車運転者の拘束時間等）

貨物自動車運送事業に従事する自動車運転者の拘束時間、休息期間及び運
転時間について、次のア～ウのうち正しいものには○を、誤っているものには
×を（　）内に記入しなさい。

ア．運転時間は２日を平均し、１日当たり９時間、２週間を平均し１週間当たり
４０時間を超えないものとすること。

（　×　）

イ．拘束時間は、１ヶ月について２９３時間を超えないものとすること。ただし労
使協定があるときは、１年のうち６ヶ月までは、１年間についての拘束時間が
３,５１６時間を超えない範囲内において、３２０時間まで延長することができる。

（　〇　）

ウ．連続運転時間は、４時間を超えないものとすること。 （　〇　）



｢一般貨物自動車運送事業の許可等の申請に係る法令試験｣の

 令和3年5月の受験者数及び合格者数については 下記のとおり 

受験者数 合格者数 合格率

令和３年５月 56 42 75.0%


